
地球温暖化対策に向けた 
物流業界の取り組みと考え方 

社団法人 日本物流団体連合会 

資料１ 
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陸・海・空の物流事業者が広く結束し、物流産業に係る
横断的な諸課題について、自ら施策を確立し、これを推
進し、物流産業の健全な発展に資することが目的に設
立された団体。 

設 立：平成３年９月９日 

会員数：企業会員…78社 

    団体会員…14団体(H23.9.1現在) 

社団法人日本物流団体連合会 

→略称：物流連 
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１、物流連とは 

財団法人 
 運輸低公害車普及機構 

社団法人 
  航空貨物運送協会 

財団法人 
 港湾近代化促進協議会 

社団法人 
  全国通運連盟 

社団法人 
  全日本トラック協会 

社団法人 
 日本ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 
  ﾌﾚｲﾄﾌｫﾜｰﾀﾞｰｽﾞ協会 

日本海運貨物取扱業会 
社団法人 
  日本港運協会 

社団法人 
  日本船主協会 

社団法人 
  日本倉庫協会 

日本長距離フェリー協会 日本内航海運組合総連合会 

社団法人 
  日本旅客船協会 

社団法人 
  日本冷蔵倉庫協会 

日本貨物鉄道株式会社 

【 陸・海・空、全ての業界の集まり 】 
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１、物流連とは 

・基本政策委員会 
  物流業界に関する重要課題や当連合会の運営方針等についての基本方針の策定を行う。 
・人材育成、広報委員会 
  物流業を、小中高校、大学まで幅広く知ってもらうための広報活動を企画・実施。 
・業務改善委員会 
  国際物流競争力の強化に向けた施策の推進に関する取り組みを行う。 
・経営効率化委員会 
  尐子高齢化による労働力不足や、強毒性インフルエンザ対策など経営上の諸問題のガイド 
  ライン作りや調査、研究を行う。 

【物流連の委員会活動】 

・物流環境対策委員会 
 物流に関わる環境問題への対策を取り上げ、調査・報告を 
 行う。モーダルシフトに特化した対策や、企業単体で 
 取り組める対策が、ある程度進んできたことから、物流業界 
 全体で今後どのように取り組み、成果を上げて行くのかなど 
 小委員会の形式にて検討している。「ｸﾞﾘｰﾝ物流ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 
 会議」の運営、物流環境大賞の募集・表彰、モーダルシフト 
 取り組み優良事業者の公表なども実施。                                 
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１、物流連とは 

【物流環境大賞】 

  物流環境大賞は、社団法人日本物流団体連合会が平成１２年度より制定したもの。 
 その趣旨は、近年、物流分野においても環境問題への対応が益々重要となっている 
 現状に鑑み、物流部門において環境保全活動や環境啓蒙活動等の面で優れた功績を 
 残された団体、企業又は個人を表彰する制度を設け、環境施策の一層の推進を図る 
 というもの。毎年、物流環境大賞選考委員会で、被表彰者を選考の上、通常総会に 
 おいて表彰している。 
  本年度の第１２回まで、表彰案件７１件、延べ１０５社を表彰している。                               

（写真は、第１２回物流環境大賞を受賞された、センコー株式会社さま） 



  ２、物流業界の 
       ＣＯ２排出量の実態 
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２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 
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出典：環境省「2009年度（平成21年度）の温室効果ガス排出量（確定値）について」 

我が国の温室効果ガス排出量 
2009年度における我が国の排出量は、基準年比－4.1％、前年度比－5.6％。 

2009年度 

12億900万トン 
（基準年比－4.1％） 



２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 
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出典：「基準年及び2,009年度実績」は、環境省「2009年度（平成21年度）の温室効果ガス排出量（確定値）」 
    「2010年度の目標」は、「京都議定書目標達成計画 平成20年3月28日」での算定値 

京都議定書目標達成計画における部門別達成率 

 

部  門 

１９９０年 

【基準年】 

（百万トン） 

２００９年 ２０１０年 
２００９年度実績の 
対２０１０年目標値 

増減（％） 
実績値 

（百万トン） 

対基準年増減 

（％） 

目標値 

（百万トン） 

産  業 ４８２ ３８８ △１９．５ ４２４～４２８ △９．３～△１０．３ 

業務その他 １６４ ２１６ ＋３１．２ ２０８～２１０ ＋２．８～＋３．７ 

家  庭 １２７ １６２ ＋２６．９ １３８～１４１ ＋１３．０～＋１４．８ 

運  輸 ２１７ ２３０ ＋５．８ ２４０～２４３ △４．３～△５．７ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換 ６８ ８０ ＋１７．８ ６６ ＋１７．４ 

計 １，０５９ １，０７５ ＋１．５ １，０７６～１，０８９ △０．１～△１．３ 

（エネルギー起源ＣＯ２比較） 
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230 217 

2010年度目標 ※ 

240 

貨物自動車 

自家用乗用車 

その他輸送機関 

二酸化炭素排出量 
（百万t-CO2） 

+1.6% 

2009年度確定値 

出典：国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」 

 
 

貨物部門で
対1990年比

17.7％減 
（2009年度確定値） 

２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

 運輸部門におけるＣＯ２排出量の推移 
【貨物部門は1990年比17.7％減、優等生！】 
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【京都議定書目標－６％】 

※2010年度目標値は京都議定書目標達成計画（2008年3月28日閣議決定）  
  における対策上位ケースの数値 



２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 
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（
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-C
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）

旅客    1億4,300万トン

(+27.6%) ［▲0.6%］

貨物    8,700万トン

(▲17.4%) ［▲5.2%］

出典：環境省「2009年度（平成21年度）  温室効果ガス排出量」資料 

 運輸部門におけるＣＯ２排出量の推移 
【貨物部門は1990年比17.7％減、優等生！】 



1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

航空 123  127  132  139  146  164  158  163  158  157  163  150  149  156  157  159  163  167  155  153  

船舶 894  903  890  850  888  907  945  928  898  908  930  944  906  861  794  793  803  781  731  662  

鉄道 58  57  59  53  54  52  50  48  45  46  45  46  48  50  48  49  47  49  47  46  

貨物車/ﾄﾗｯｸ 9,457  9,881  9,853  9,921  10,339 10,457 10,475 10,173 9,950  9,822  9,635  9,544  9,108  8,938  9,003  8,861  8,834  8,573  8,238  7,836  
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２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

◆ 貨物部門ＣＯ２排出量 
貨物自動車/トラックによる 

排出量の減尐が、全体の減尐へ。 

1990年計：10,531万トン 
  トラック  ： 9,457万トン 

1996年計：11,628万トン 
  トラック  ： 10,475万トン 
（対90年比：＋1,018万トン） 

2009年計：8,696万トン 
（対90年比：△1,835万トン） 

  トラック  ： 7,836万トン 
（対90年比：-1,621万トン） 

出典：インベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ」、国交省「自動車輸送統計年報」 

トラック 
対90年比 

17.1％減 



２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

◆ 運輸部門(貨物)のＣＯ２排出量増減要因 
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単位：　万トンCO2 CO2排出量変化

上段が前年度比 -470

下段が1990年度比 (-1,830)

CO2排出

原単位要因

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
要因

+0 -470

(+0) (-1,840)

CO2排出原単位

要因（電力）

CO2排出原単位

要因（その他燃料）

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
原単位要因

貨物輸送量
要因

+0 +0 +90 -560

(+0) (+10) (-1,560) (-280)

・輸送量 ・電源構成 
・再生可能エネルギー 
 の導入量 

・輸送機関で 
 使用する燃料種 

・燃費の改善・悪化 
・道路の渋滞状況 
・運転方法 
・モーダルシフト 

出典：環境省「2009年度（平成21年度） 
            温室効果ガス排出量」資料 

エネルギー消費原単位要因 

＋９０ 
（－１，５６０） 



２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

◆輸送機関別輸送量の推移（貨物） 
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（年度）

輸送量（億ﾄﾝｷﾛ）

貨物船舶

1,673億ﾄﾝｷﾛ

(▲31.6%) ［▲10.9%］

貨物鉄道

206億ﾄﾝｷﾛ

(▲24.4%) ［▲7.6%］

貨物自動車

3,347億ﾄﾝｷﾛ

(+22.0%) ［▲3.4%］

貨物航空

10億ﾄﾝｷﾛ

(+30.7%) ［▲3.3%］

(1990年度比) [前年度比] 

出典：環境省「2009年度（平成21年度）温室効果ガス排出量」資料 
 国交省「鉄道輸送統計年報」「自動車輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」「航空輸送統計年報」 

輸送量（貨物） 5,236億ﾄﾝｷﾛ 
(▲4.2%) [▲6.1%] 



２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

◆ 貨物輸送量あたりＣＯ２排出量の推移 
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出典：環境省 「2009年度（平成21年度）温室効果ガス排出量」 

2000年頃から貨物輸送量の減少率より 
ＣＯ２排出量の減少率が大きくなっている 

※指標の作成に使用している貨物輸送量の単位はトンkm 
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２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

◆ トラック輸送量と「自営」転換 

全体の87.6％は営業用 

1,942億ﾄﾝｷﾛ 
2,932億ﾄﾝｷﾛ 

（対90年比：151％） 

800億ﾄﾝｷﾛ 414億ﾄﾝｷﾛ 
（対90年比：52％） 

出典：国交省「自動車輸送統計年報」 
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２、物流業界のＣＯ２排出量の実態 

◆ 輸送機関別ＣＯ２排出原単位 

17 

自家用 
貨物自動車 

営業用 
貨物自動車 

内 航 船 舶 

 鉄  道  

自家用貨物自動車の 
およそ１／７ 

（ｇ-ＣＯ２╱ﾄﾝｷﾛ） 

※ １トンの貨物を１ｋｍ運ぶのに 
   排出するＣＯ２の比較 
          （平成21年度実績） 

参考：環境省「温室効果ガス排出・吸収目録」 
      国交省「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」 



３、全体プロセスの効率化努力 
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・輸送機器のグリーン化 

・物流施設のグリーン化 

・「排出しない」 

・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ教育、 
  「エコ安全教育」 
・輸送効率改善、 
    「自営転換」 

・ 輸送ルートの見直し、効率化 

・ 絶対台数の削減 

・環境教育、 
  森林保護活動 

ソフト面 

◆ ＣＯ２排出量削減の基本 

全体プロセスの効率化 

ハード面 

ｸﾞﾘｰﾝ物流ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ、共同輸配送、モーダルシフト、 
ハード、ソフト両面による総合的取り組み etc. 

３、全体プロセスの効率化努力 



３、全体プロセスの効率化努力 

・物流事業者だけでは、大きな効果は期待できない。 
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【サプライチェーン】 

物流 物流 物流 物流 物流 

＜荷主側の意向＞ 
 ・ 低コスト、 高サービス、高品質 → 常に上位 
 ・ 物流部門の環境推進も、取り組みたいが、必ずしも最優先ではない。 
  ⇒ ＣＯ２削減が、物流上最適化ではないこともある。 
 

サービスレベル、コスト・・・これらを犠牲にしてまで、取り組むのか？ 
                       ↓ 
環境への取り組み全てが、サービス低下・コスト増になる訳ではない。 



３、全体プロセスの効率化努力 

荷主企業 
 ・消費者 

物流事業者 

・物流事業者だけでは、大きな効果は期待できない。 

・企業、業界の枠を越えた連携 ⇒ 共同輸配送、 
                       ラウンド・ユース など 

パートナーシップ 

グリーン物流パートナーシップ会議 
主催：経産省、国交省、ＪＩＬＳ、物流連 

（写真は、第９回会議の様子） 

21 



メーカーＡ 

メーカーＢ 

メーカーＣ 

店舗 

量販店 

個人宅 

 共同輸配送（例：改善前）  

３、全体プロセスの効率化努力 
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仮にトラック輸送した場合 

３社×３台＝９台 



倉庫 

物流センター 

メーカーＡ 

メーカーＢ 

メーカーＣ 

集約 
店舗 

量販店 

個人宅 

 共同輸配送（例：改善後）  

３、全体プロセスの効率化努力 

23 



３、全体プロセスの効率化努力 

 共同輸配送  

24 

メーカーＢ 

メーカーＣ 

Ｚ社 
大阪中央工場 

メーカーＡ 

メーカーＤ 

Ｚ社 
埼玉工場 

ＣＮＧ 

ＣＮＧ車導入！ 

共同輸配送（ミルクラン方式）実施！ 

鉄道モーダルシフト実施！ 

Ｘ社 
・CNG車導入、配車計画 

Ｙ社 
・納期調整、メーカーへの計画発注 

Ｈ２２年度 国土交通大臣表彰案件 

出典：国交省「Ｈ２２ 国土交通大臣表彰 報道資料」 
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同じコンテナを往復で「積荷」にして、コンテナの運用効率を上げる。 

集荷、 

鉄道輸送、 

配達 
荷卸し、 

積込み 
集荷、 

鉄道輸送、 

配達 

荷卸し、 

積込み 

Ａ社 Ｂ社 

３、全体プロセスの効率化努力 

 ラウンド・ユース（例）  

25 
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３、全体プロセスの効率化努力 

 ラウンド・ユース  

Ｈ２１年度 国土交通省政策統括官表彰案件 

私有31ｆｔコンテナ導入で、 
ＣＯ２排出削減と 

効率的な輸送を実現 

大阪工場 佐賀工場 

ＪＲ貨物 
大阪(タ)駅 

ＪＲ貨物 
大阪(タ)駅 

ＪＲ貨物 
鳥栖(タ)駅 

ＪＲ貨物 
鳥栖(タ)駅 

配達、集荷 

配達、集荷 

駅持込み 

駅持込み 

出典：国交省「Ｈ２１ 国土交通省政策統括官表彰 報道資料」 
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４、モーダルシフト 
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   ４、モーダルシフト 

◆ モーダルシフトの現状 

（百万トンキロ） 

出典：「数字でみる物流 各年度版」 

 

自動車の分担率は、増加傾向 
  

自動車 
63.2％ 

内航海運 

31.6％ 

鉄 道 
3.9％ 

鉄 道 
5.0％ 

内航海運 

44.7％ 

自動車 
50.2％ 

（分担率）  輸送機関別トンキロと分担率 
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   ４、モーダルシフト 

◆ モーダルシフトの現状 

・ 荷主のニーズ、消費者のニーズの高まり 
   在庫を持たない 
    ⇒ 保管の見直し、余剰在庫の廃棄などの経費削減 
   多頻度尐量輸送 
    ⇒ 「必要なものを、必要な時に、必要なだけ」 
・ 内航船、フェリー、鉄道のダイヤ 
    ⇒ 良くも悪くも発着時刻が決まっているため、 
                   フレキシブルに動きづらい 
・ モーダルシフトでサービスレベルが維持できないことがある 
    ⇒ 場所によっては、コストや 
                   リードタイムで対抗できない 

トラック分担率が高い、考えられる理由 
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   ４、モーダルシフト 

◆ シフトにあたって課題が多い 

到着が遅れそうだ 

出航時間を遅らせる 

・物流事業者が、発荷主の都合に合わせて動いてしまう 

鉄道輸送は、ダイヤが決まっているため、 
    集配時間の変更・調整が必要である 

・出発に間に合っている貨物も、到着に影響が出る 

到着時間が遅れる 結果 
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   ４、モーダルシフト 

◆ 営業用貨物自動車の積載率推移 
出典：国交省「自動車輸送統計年報」 （％） 

営業用の自動車でさえ、 
輸送能力の半分以下 
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   ４、モーダルシフト 

◆ モーダルシフトの重要性 

134 

40 

22 

0 20 40 60 80 100 120 140 

営業用 
貨物自動車 

内 航 船 舶 

 鉄  道  

※ 輸送機関別ＣＯ２排出原単位 
  ＝１トンの貨物を１ｋｍ運ぶのに 
    排出するＣＯ２の比較 
          （平成21年度実績） 

参考：環境省「温室効果ガス排出・吸収目録」 
      国交省「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」 

（ｇ-ＣＯ２╱ﾄﾝｷﾛ） 
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   ４、モーダルシフト 

◆ モーダルシフトの促進に向けて 

・ グリーン物流（低炭素物流）への共同取り組み 
  ⇒ 荷主と物流事業者間の連携が１つのカギとなる 
  

・ ＣＯ２排出量の「見える化」が削減促進のカギ 
  ⇒ カーボン・フット・プリント、カーボン・オフ・セット など 

一定量以上、鉄道輸送・船舶輸送を利用している企業は、 
申請承認後、これらのマークの使用ができる （見える化のひとつ） 
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   ４、モーダルシフト 

◆ 各自治体のモーダルシフト補助制度例 

・ 大阪市 
  「大阪市モーダルシフト補助制度」 

・ 北九州市 
  「北九州市モーダルシフト推進補助制度」 

・ 下関市 
  「鉄道貨物輸送に関するインセンティブ補助」 

大阪港利用が条件だが、海上モーダルシフト、鉄道モーダルシフトだけでなく、 
陸上輸送距離短縮に関わるものや、コンテナラウンドユースにおいても対象。 

北九州港利用が条件で、シーアンドレール、フェリー輸送など環境に優しい 
輸送モードの普及・拡大を狙い、北九州港の利用促進を図る。 

下関商工会議所とともに、社会実験として実施されている。当連合会の 
「物流環境大賞」にも応募頂き、第11回物流環境特別賞を受賞されている。 
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トラック ＋ 荷役作業 ＋ 船舶 ＋ 荷役作業 ＋ トラック 

トラック ＋ 荷役作業 ＋ 鉄道 ＋ 荷役作業 ＋ トラック 

◆ 結節点に関わるコストや時間低減の工夫 

・ 内航船、フェリー、鉄道の貨物輸送を 
      利用するには、いずれも結節点での作業が必要となる。 
・ 荷役作業の簡素化や、トラックでの両端輸送の距離を 
     出来るだけ短縮 ⇒ コスト、時間低減に繋がる可能性も 

   ４、モーダルシフト 
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臨海副都心 

大井 

大井南 

大田市場 

大井埠頭 
ＪＲ貨物 

東京貨物ターミナル駅 

流通センター 
トラックターミナル 

東京港 
フェリーターミナル 

有明埠頭 
フェリーターミナル 

倉庫、海運会社 
トラック事業者など 

数ｋｍ先に 
羽田空港も 

物流関連施設の集約拠点例 
（東京港、羽田空港近辺） 

首都高湾岸線 

倉庫、コンテナヤード 
流通センターなど 

   ４、モーダルシフト 
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   ４、モーダルシフト 

◆ モーダルシフトの受け皿整備が必要 
・ 鉄道、内航船、フェリー ⇒ 現状、いずれも経営難 
・ 「コスト＞環境対策」の構図は、これまでと変わっていない 
・ バランスのとれた輸送体系を維持するための、国の 
 施策が必要ではないか（自由競争原理だけでは実現困難） 

※ 政策導入には、バランスを崩さない範囲で 
          検討・実施して頂きたい。 

「総合物流施策大綱（2009-2013）」 
柱２：環境負荷の尐ない物流の実現等 

・ 輸送モードごとの総合的な対策、モーダルシフトを含めた輸送の効率化 

⇒ 国が政策の一部として謳っている 
    国に政策として動いて頂くことが必要（政策誘導、広報活動 etc.） 

⇒ 「見える化」・・・顧客による輸送モードの選択の一助へ 
    （cf. エコシップマーク、エコレールマークによる業界ＰＲ） 



５、環境対策取り組み推進の 
補助制度の在り方 
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区分 営業収入 事業者数 従業員数 中小企業の割合 

トラック運送業 14兆1,605億円 62,892 1,280,000人 99.9% 

ＪＲ貨物 1,463億円 1 6,000人 0.0% 

内航海運業 1兆  32億円 4,076 22,000人 99.6% 

外航海運業 5兆6,526億円 204 6,000人 57.3% 

港湾運送業 1兆1,674億円 914 54,000人 88.0% 

航空貨物運送事業 4,167億円 21 － 19.0% 

鉄道利用運送事業 3,813億円 961 8,000人 89.2% 

外航利用運送事業 3,454億円 596 5,000人 61.8% 

航空利用運送事業 7,993億円 165 16,000人 79.2% 

倉庫業 1兆6,984億円 5,611 104,000人 90.6% 

トラックターミナル業 310億円 17 500人 94.1% 

合計 25兆8,021億円 75,458 1,501,500人 － 

５、環境対策取り組み推進の補助制度の在り方 

◆ 物流業界は中小企業が多い（Ｈ２０年度データ） 
出典：「数字でみる物流 2010年版」 
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貨物自動車運送事業者数の推移  

特定 

霊柩 

特積 

一般 

Ｈ２．１２：物流二法施行 
４０，０７２社 

Ｈ１９：事業者数最大値 
６３，１２２社 

１．５７倍増 
（23,050社増） 

出典：国交省「貨物自動車運送事業者数（推移）」 

◆ 物流業界は中小企業が多い 

５、環境対策取り組み推進の補助制度の在り方 
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◆ 補助制度の例 

 【例１】低公害車普及促進対策費補助金（平成２３年度） 
＜要件＞ 
 トラックは昨年度同様、3台の最低導入台数要件がかかるが、 
 東北地方太平洋沖地震で被災した車両の代替として導入する 
 場合は、1台から申請可能です。 

＜交付予定枠申込期間＞ 
 平成２３年４月２８日～平成２３年６月３０日 

 【例２】エネルギー使用合理化事業者支援事業（平成２３年度） 
＜要件＞ 
 事業を実施する工場、事業場等において、省エネルギー率が１％以上、 
 または省エネルギー量が500ｋｌ以上である省エネルギー事業。 

＜申込期間＞ 
 平成２３年５月３０日～平成２３年６月２４日 
 （二次募集：平成２３年８月８日～平成２３年８月２９日） 

５、環境対策取り組み推進の補助制度の在り方 
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◆ 補助制度の例 

・ 低公害車普及促進対策費補助金 
・ 事故対策支援推進事業 
・ モーダルシフト等推進事業 
・ 海上交通低炭素化促進事業補助制度 
・ エネルギー使用合理化事業者支援事業  など 

・ 募集期間が短い 
・ 募集時期を年度１回ではなく、通年度募集にしてほしい 
       （単年度募集ではなく、複数年募集にしてほしい） 
・ 中小企業が申請しやすい制度が望ましい 
・ 他省庁で実施されるものでも、ＨＰ等で周知を図ってほしい 

各業界団体からヒアリングを行うなど、ニーズに合う制度作りを 

５、環境対策取り組み推進の補助制度の在り方 



ご清聴、有難うございました 

（社）日本物流団体連合会 


